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はじめに

私たちは、日本郵政が民営化されるべきか否かについては、日

本政府の判断事項であると考えており、特定の立場に立つもの

ではありません。しかし、その判断にあたっては、日本政府が国

際的なルールを遵守すべきです。
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1.　国際社会が注目する郵政改革

  郵政改革は日本経済の成長力や金融資本市場の競争力、対内直接投資に対す

るスタンスを評価し、民主党政権の経済政策の方向性を判断する上で、国際社会

が注目している重要な課題の一つである。

  郵政改革に対しては、直接影響を受ける様々な業界団体や労働者団体のほかに

内外の様々なマスメディアも注目している。＊

  本年5月には、ジュネーブにおいて、ＥＵ、米国のＷＴＯ大使が、日本郵政と民間企

業との対等な競争条件が欠如していることに深刻な懸念を表明した。

　　　　　http://www.delgva.ec.europa.eu/en/news/doc/2010_05_21_Press_release_on_Japan_Post_meeting_21_May.doc

　　　　　　　 http://geneva.usmission.gov/2010/05/21/ustr-japan/

　　＊添付資料参照
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2.　国際的なベストプラクティスと逆行する郵政改革

  日本政府は、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）、国際通貨基金（ＩＭＦ）、世界銀行等が

提唱する国営企業（ＳＯＥ）民営化・ガバナンスのベストプラクティスを適用して改革

を進めるべきであるが、現改革案にはその視点が反映されていない。

　　＜郵政改革の成功に向けて適用されるべき3つのグローバル・ベスト・プラクティス＞

　　　○対等な競争条件をもたらすための実効性のある規制の枠組みを確立する

　　　○市場支配力と内部支援の濫用を防止し、競争を促進する

　　　○改革プロセスの透明性を確保する

  G20において、日本政府は、保護主義の否定、金融市場における公平性の促進を

コミットしているが、現改革案の内容はそのコミットに反している。
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3. EMS ‒ 透明性の確保①

現状: EMSが実際のコストを反映している価格であ
るのか、あるいはユニバーサルサービスから内部
補助を受けている価格なのか、あるいはその逆で
あるのかを明らかにするような会計手順は、郵政
民営化の過程で改善されていない。

今後の懸念事項: 郵政改革法案により郵便事業株
式会社が持株会社に吸収されることになれば、透
明性向上はさらに難しくなり、民間と競合するＥＭ
Ｓが郵便金融事業の利益により内部補助を受けて
いるかについての確認も困難になる。
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3. EMSはユニバーサルサービスか? ② 

  万国郵便条約はEMSを各国の郵政庁が提供しなければならないサービスには含めていな
い。EMSを提供するかどうかは各国の裁量に任されている。

  日本政府は、EMSは基本的なユニバーサルサービスであるため、規制制度上のメリットを享
受することができ、郵政民営化法の原理の適用外であるという見解を示している。

  カハラ・ポスト・グループの報道発表によると、企業と個人顧客は民間事業会社の高額かつ
迅速なサービスからコストパフォーマンスも良く、他のサービスと比べることができない、彼ら
のサービスに切り替えていると伝えている。   

  民間エクスプレス事業会社は、EMSは競合サービスであると信じており、「同種の業務を営
む事業者の利益を不当に害することのないように」という郵政民営化の精神に従うべきであ
ると考える。

EMSは基本的なユニバーサルサービスと見なされるべきではない。EMSをユニバーサルサービ
スとしなければならない国際的法的根拠は存在しない。

さらに、既にユニバーサルサービスから外されている国内の小包サービスである「ゆうパック」と
同様に扱われるべきである。
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3. EMSと民間の競争条件の違い③

EMSは民間事業者に対して規制上優位な条件を享受し続けている。

通関

  EMSの場合は、税関職員が個々の貨物をチェックし関税・消費税額を決定している（賦課課税
方式）。この費用のほとんどは日本の納税者の負担である。郵便事業株式会社は輸出情報を把
握しており、少なくともEMSの輸出通関も民間事業者のものと同じとすべきである。 

 　20万円を超える国際郵便貨物の通関は2009年2月16日から民間と同じ申告納税方式になっ
た。しかしながら、EMSの中で20万円を越えるものの割合は極めて小さいものと推測される。20
万円という基準は継続的に引き下げるべきである。

安全対策

  民間事業者は事前に貨物情報を提出しているが、EMSはこの条件から免除されている。

検疫貨物の扱い

  EMSで輸入された検疫貨物は、他の国際郵便貨物と共に空港から直接国際郵便支店（東京
では江東区新砂）へ運ばれ、そこで管轄官庁による検査を受ける。即ち検査前に空港を離れる

わけである。民間事業会社の場合は空港で検疫貨物だけコンテナから取り出すことが求められ
る。もしこのままEMSに対する優遇が継続されるようであれば、民間事業会社も同じように扱わ
れるべきである。
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  国際通商協定である「サービスの貿易に関する一般協定（ＧＡＴＳ）」のもとで日本に

要請される「内国民待遇」原則を遵守する義務に沿う形で改革を行うべきであるが、

現改革案にはその視点が反映されていない。国が所有する世界最大の金融機関に

関する改革において、日本政府が「内国民待遇」原則に違反をするということは、今

後、他国が様々な業界で「内国民待遇」違反をした場合に、それに効果的に対抗す

ることを難しくし、ひいては国際社会の中での日本の立ち位置を弱くする。

　　＜GATSとは＞

　○1995年1月、世界貿易機関（WTO）協定の一部の附属書として、GATS（サービスの貿易に関する一般

協定）が発効された。世界経済の成長及び発展のためにサービスの貿易の重要性が増大しているこ

とを認め、透明性及び漸進的な自由化の条件の下でサービス貿易を拡大することを目的としている。

4.　 ＷＴＯ協定を遵守していない郵政改革①
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4.　ＷＴＯ協定を遵守していない郵政改革②

  対等な競争条件が確保される前に金融2社に対して新規業務を認めるという今般

の郵政改革案は、「内国民待遇」の原則を定める「サービスの貿易に関する一般

協定（ＧＡＴＳ）」の第17条第1項の規定を遵守していない。

　　＜GATS第17条第1項（内国民待遇）とは＞

　○「約束表*1」に記載した分野
*2
において、「約束表」に定める条件・制限に従い、サービスの提供に影

響を及ぼすすべての措置について、他の加盟国のサービス及びサービス提供者に対して、自国の

同種のサービス及び提供者に与える待遇よりも不利でない待遇を与えなければならない。

　＊1：加盟国が協定16条（市場アクセス）、17条（内国民待遇）の義務を負う分野、及びそれらの分野で義務を留保　　　　　  

する措置を記載した表

　＊2：「約束表」に記載した分野には「金融保険サービス」「銀行その他金融サービス」が含まれるため、かんぽ生命・ゆ

うちょ銀行に対して、他の加盟国のサービス及びサービス提供者に対して与えられる待遇よりも有利な待遇が与え

られる場合は、GATS17条第1項に違反することとなる。
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4.　ＷＴＯ協定を遵守していない郵政改革③

  ＷＴＯ協定では実質的な競争条件の対等化を求めているが、今臨時国会で再提出

が予定されている郵政改革法案の内容は、形式的にも実質的にも競争条件が対

等ではない。

　　＜郵政改革法案における不公平な競争条件の一例＞

　　　○永続的に続く政府出資と支配並びに政府が拒否権を持つ不完全な市場規律の適用

　　　○保険業法上の所要の措置

　　　○金融庁と総務省との共同監督

　　　○金融検査の一部緩和

　　　○旧勘定からの利益移転

　　　○郵便局アクセスに関するグループ金融2社への有利な対応

　　　○代理店手数料に係る消費税や保険証券に係る印紙税の減免　　など
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5.　あるべき姿から後退する郵政改革①

  簡保・郵貯はこれまでの間、ＷＴＯ協定違反の状況にあった。そのような中、郵政民営化法で

は、最大10年をかけて金融2社に市場規律を働かせることを決定した。2004年9月10日に閣

議決定された郵政民営化の基本方針、郵政民営化法第2条（基本理念）の遵守こそ、日本政

府に法的義務を課す「サービスの貿易に関する一般協定（ＧＡＴＳ）」第17条第1項との整合性

確保につながるはずだった。

  しかし、現在の郵政改革案では、ユニバーサルサービスの維持の名目のため、ゆうちょ銀

行、かんぽ生命の上限額引き上げ等、業務拡大が認められる内容になっている。これは、金

融市場における公平性に疑問を呈するものである。また、日本郵政のＥＭＳは、民間国際エ

クスプレス企業と競合するサービスであり、依然として日本政府がこれをユニバーサルサー

ビスとみなしていることにより、市場の競争を歪めている懸念がある。 

　　＜郵政民営化法第2条＞

　   郵政民営化は、内外の社会経済情勢の変化に即応し、公社に代わる新たな体制の確立等により、経営の自主性、創造性及

び効率性を高めるとともに公正かつ自由な競争を促進し、多様で良質なサービスの提供を通じた国民の利便の向上及び資

金のより自由な運用を通じた経済の活性化を図るため、地域社会の健全な発展及び市場に与える影響に配慮しつつ、公社

が有する機能を分割し、それぞれの機能を引き継ぐ組織を株式会社とするとともに、当該株式会社の業務と同種の業務を

営む事業者との対等な競争条件を確保するための措置を講じ、もって国民生活の向上及び国民経済の健全な発展に寄与

することを基本として行われるものとする。
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5.　あるべき姿から後退する郵政改革②

  私たちは、田中直毅郵政民営化委員会委員長の「現在のように株式売却の凍結の状況のま

ま、当面、完全民有民営に至る道筋が成り立たない状況下では、新規の商品を認めるべきで

はない」*との意見に同意する。日本政府は、郵政民営化委員会の意見を正式に政府の意見

として採用すべきである。また、郵政改革において郵政民営化委員会は強固な役割を果たす

べきであるが、今般の郵政民営化委員会事務局の実質的な廃止はそれに逆行するものであ

り、私たちは大きな懸念を持っている。

  現在の郵政改革案はＷＴＯ協定を遵守していないが、国際的なルールを遵守する形で郵政

改革を行うことは可能であり、その方法としてたとえば以下の2つが挙げられる。①民営化に

よってガナバンスが効く効率的な組織とし、市場規律を働かせ、対等な競争条件を確保した

上で新商品や業務拡大を認める方法、②公的金融機関として政府関与を持たせ、政府が市

場規律に代わる民間より厳しい規制を課し、業務拡大はせず、民業補完に徹しさせる方法。

  日本郵政が民営化されるべきか否かについては、日本政府の判断事項であるが、いずれの

方法をとったとしても、国際的なルール遵守とグローバルベストプラクティスの採用は必須で

ある。

　　*国際公共政策研究センターＨＰ 　8/25今週のひとこと「郵政民営化委員会の再開について」より


























